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第１章序
1-1研究目的
１９９４年のNorthridge地震,および，１９９５年の兵庫県南部地震によって,鋼構造骨組は未曾有の被
害を受けた.特に,鋼構造骨組の多くに梁端破断が認められたことは,現在の鋼構造骨組に関する重大
な問題点の暴露となった．その反省から，柱梁接合部の変形性能の評価や，変形`性能改善など，その保
有耐震性能を再検討するための実験研究が,多くの研究者によって進められてきている．これらの実験
研究は,大部分が十字形やト形骨組を対象に,定変位振幅や漸増変位振幅で行われ,最大塑性率や累積
塑性変形倍率などの指標で変形性能が整理されている．
一方,地震時には梁端にはどのような応力・変形が生じるのかという，柱梁接合部に要求される必要
耐震性能に関する研究としては,魚骨形骨組を用いた広範な地震応答解析に基づく中島･澤泉の研究や，
実在骨組の地震応答解析に基づく増田･田中らの研究等が挙げられる.筆者も，鋼構造ラーメン骨組の
梁端に生じる最大塑性回転角と累積塑性回転角について,動的応答解析によらず静的手段だけで予測す
る方法を提示している．
以上のような研究を総括する形で,２００１年には日本建築学会｢鋼構造接合部設計指針｣が刊行され，
建設省総合技術開発プロジェクト／｢次世代鋼材による構造物安全性向上技術の開発｣の成果を纏めた
｢鉄骨梁端溶接接合部の脆性的破断防止ガイドライン」も２００３年に刊行された．これらの指針では,梁
端接合部の最大耐力と梁の全塑性耐力との比である接合部係数を,一定値以上とすることで梁端破断を
防止する方針が取られており，接合部係数は,梁端に生じる最大塑性回転角と，実験結果などによる応
力上昇率に基づいて決定されている．
しかし，地震時の梁端の変形履歴は,塑性化に伴う層間変位応答の片寄りや,梁上の静的鉛直荷重の
影響を受けて,定変位振幅や漸増変位振幅の実験とはかなり異なり，さらに鋼材の複雑な歪硬化特性を
考慮すれば,最大塑性回転角や累積塑性回転角などの数少ない指標だけで,梁端の変形性能を評価する
ことは困難である．
本研究では,一般化ヒンジ法を用いた広範な地震応答解析結果に基づいて,鋼構造骨組の梁端の塑性
変形履歴を解明した．また,鋼材の複雑な歪硬化特性を組み込んだ１次元有限要素法解析によって,塑
性変形履歴と梁端の応力上昇の関係を明確にすることで,接合部係数の合理的評価法を提示している．
以上が，本研究課題の当初の研究目的であり，その成果は本報告書の２章に纏めている．
上記の課題は，１年程度で目処が立ち，１年半程度で完了させることができたので，本研究では，そ
の周辺領域にも検討を進めることにした.３章は,そのような周辺領域の研究成果を纏めたものであり，
兵庫県南部地震において梁端と同様に多くの被害例が報告された柱脚に生じる塑性変形や,本研究の前
提条件である梁降伏先行型の崩壊機構特性を保証するための柱梁耐力比などについて検討を行っている．
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1-2研究概要
前節で述べたように〆本研究は大きく２つに分けることができ，第２章は最初から計画していた研
究課題に関するもので，第３章は付随的な課題に研究を進展させたものである．各章の成果を以下に
要約しておく．
第２章は，構造設計の初期段階において地震時の最大層間変位角を指定する性能指定型の耐震設計
法を前提としたもので,最大層間変位角から梁端に生じる塑性変形や梁端に生じる曲げモーメントの最
大値を評価する方法を検討した.すなわち，指定された最大層間変位角に応じて，梁端の変形性能に関
する必要条件を明確にすることが目的である．
２－１では，現行の耐震規定にしたがって設計された１５の標準的な鋼構造ラーメン骨組と，耐震設計
上興味ある範囲を網羅すると考える４０の地震波を用いた応答解析結果を整理して,最大層間変位角に
基づいて,梁端に生じる塑性変形を評価する方法について検討している.梁端に生じる最大塑性回転角，
一回の変形で生じる塑性回転角増分の最大値,塑性回転角の全変動幅などの塑性回転角の大きさを表す
指標について，最大層間変位角から評価する方法を提案した．
２－２では,前節２－１と同じ解析結果に基づいて,梁端の塑性回転角の履歴挙動全般について検討した
が，そのばらつきは非常に大きい．ここでは，累積塑`性回転角の上限を近似する方法を示し，梁端に生
じる損傷の上限を与えるように,各回の変形による塑性回転角増分の比率を近似する方法についても提
案している．
２－３では，梁端の（巨視的）歪度履歴や応力上昇を評価するため，１次元有限要素法による非線形地
震応答解析プログラムを開発した.材料の応力度一歪度関係としては,等方硬化と移動硬化を考慮でき
るように,京都大学辻文三教授らの提案する１Ｋモデルを採用している．このプログラムを用いて前節
2-2で定量化した塑性履歴を受ける梁の解析を行い,最大層間変位角と応力上昇率(最大曲げモーメン
トと全塑性モーメントの比）との関係を数式表示したこの結果は､地震応答解析結果によっても検証
している．
第３章は，第２章の研究を周辺領域に進展させたものである．
３－１では,兵庫県南部地震において梁端と同様に多くの被害が生じた柱脚を対象にしたもので,梁端
と同様の手法で,柱脚に生じる塑性変形と最大層間変位角との関係を検討している．その結果,柱と同
程度の曲げ耐力をもつ柱脚に生じる塑性変形は,前章で述べた梁と類似しているが,柱脚の耐力が相対
的に小さくなると累積塑性回転角と最大塑性回転角の比率が急激に大きくなることなどを明らかにして
いる．
本研究は梁降伏先行型の骨組を対象としたものであるが,３－２では,梁の降伏を先行させ特定層への
損傷集中を抑制するために必要な柱梁耐力比に関して検討を行った.その結果,各層の最大層間変位角
を一様化させるのに必要な柱梁耐力比は,外乱強度が大きくなるにしたがって大きくなることや,層数
の影響をあまり受けないことなどの結果を得ている．
３－３は,応答解析時に仮定する粘性減衰が地震応答に及ぼす影響について検討したもので,高次の減
衰定数が大きくなる減衰型を採用すると,上層部の応答値が小さくなることなどを明らかにしている．
－２‐
